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１．今月のグラフ ～雇用環境が厳しい中でも雇用者の増加が続く福祉分野～ 

 

9 月の失業率は 2 ヶ月連続で低下したが 5.3％と依然として高水準にあり、雇用環境は

非常に厳しい状況にある。9 月の雇用者数は、減少幅が足もとでやや縮小してきていると

はいえ、前年差－59 万人（前年比－1.1％）と大幅な減少が続いている（図表１）。 

業種別にみると、製造業の減少が目立っており、前年差－73 万人（前年比－6.8％）と

大幅に減少している。さらに職業紹介・労働者派遣業が含まれる「サービス業（他に分類

されないもの）」でも、前年差－18 万人（前年比－13.3％）と減少に歯止めがかかってい

ない。 

しかし、すべての業種で雇用者が減少しているわけではない。「医療、福祉」や「宿泊

業、飲食サービス業」などではむしろ増加が続いており、急増している失業者の雇用の受

け皿の役割を果たしている。なお、「医療、福祉」のうち、介護などの社会福祉分野での雇

用者の増加を年齢階級別にみると 50 歳代以上が中心となっている。 

介護分野は、高齢化の進展を背景に、政府が 2009 年 10 月にとりまとめた「緊急雇用対

策」の中で未来の成長分野の一つとして期待されている。政府はこうした分野への就業な

どを支援していく方針を打ち出しており、「働きながら資格を取る」介護雇用プログラムな

どを推進していくとしている。当面は、失業者の増加を抑制し、さらには減少させていく

ために、介護福祉分野への就労希望者を支援し、就労を促進していくことが課題となる。 

このように雇用創出が期待される医療・福祉分野ではあるが、他の業種と比較して一般

労働者の離職率が高いという特徴がみられる（図表２）。医療・福祉分野への就労を支援す

ると同時に、就労者を定着させて離職率を低下させることも今後、課題となるだろう。 

（中田 一良） 

 

図表 1 産業別雇用者数             図表 2 一般労働者の産業別離職率(2007 年) 
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２．景気概況 ～先行きへの不安を抱えながらも、持ち直しの動きが続く～ 

 

景気は総じて見れば持ち直しの動きが続いている。もっとも、依然として厳しい状況に

ある分野もあり、景気の先行きに対する懸念材料も多い。 

企業の生産活動は引き続き増加基調を維持している。9 月の鉱工業生産指数は前月比 

＋1.4％と 7 ヶ月連続で増加した。これで 7～9 月期は前期比＋7.2％となり、4～6 月期の

同＋8.3％に続き堅調な伸びとなった。在庫は、8 月に小幅増加した後、出荷の好調を背景

に 9 月に再び減少に転じており、引き続き低水準で推移している。在庫が依然として低水

準にあることは、今後の増産傾向の継続をサポートする材料である。 

10、11 月の製造工業予測指数も前月比＋3.1％、同＋1.9％と堅調に増加すると見込まれ

ている。10、11 月が予測指数通りとなり、12 月が横ばいであれば、10～12 月期の鉱工業

生産指数は前期比＋5.9％と引き続き堅調な伸びが期待される。化学など先行して回復して

きた業種では予測指数の伸びに一服感が出ているが、一般機械や鉄鋼など回復が遅れてい

た業種に増産の動きが広がってくる見込みである。生産活動から判断すると、11 月 16 日

発表の 7～9 月の実質ＧＤＰは 2 四半期連続で前期比プラスとなったと思われ、景気の持ち

直しの動きが続いていることを確認する結果となりそうだ。 

生産増加の背景にあるのが、好調な輸出の動きである。生産は 2～9 月までの 7 ヶ月間

で 22.4％上昇したが、同時期の実質輸出は 31.2％上昇している。地域別では中国を中心と

した対アジア、製品別では自動車関連や電子部品・デバイスなどの情報関連が好調である。 

こうした製造業の動きに合わせて、非製造業でも企業関連を中心に底打ちの動きが出て

きている。第三次産業活動指数は、鉱工業生産指数に 1 ヶ月遅れの 2009 年 3 月に底打ちし

た後、緩やかな上昇基調に転じている。 

7 月に 5.7％まで上昇し過去最悪の水準を更新した失業率だが、8 月 5.5％、9 月 5.3％

と 2 ヶ月連続で低下し悪化が一服している。昨年秋以降の企業のリストラの動きが速く、

雇用環境の悪化ペースも急テンポで進んだが、最近になってリストラの動きが一巡してき

た可能性がある。有効求人倍率も 8 月 0.42 倍に対し 9 月は 0.43 倍と 2 年 4 ヶ月ぶりに上

昇した。もっとも、企業が大量の過剰雇用を抱えている状況から判断すると、追加の人員

削減の動きが強まる懸念があり、雇用環境が改善し始めたと判断することはできない。 

個人消費は政策効果が継続しており、所得環境が厳しい中にあっても、持ち直しつつあ

る。10 月の新車販売台数（除く軽）は前年比＋19.0％と 3 ヶ月連続で前年比プラスとなっ

た。また、家計調査の 7～9 月期の実質消費支出（二人以上世帯）は、2 四半期連続で前期

比プラスとなっている。 

形の上では景気の持ち直しの動きが広がりつつあるものの、依然として外需頼みの状態

から抜け出せていない。輸出や生産が好調である間に、うまく内需にバトンタッチできれ

ばいいが、まだその確証は得られていない。            （小林 真一郎） 
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３．今月のトピック ～中小企業の収益力と財務状況～ 

景気は持ち直しを続けており、2009 年度の業績見通しを上方修正する企業が増加するな

ど、企業の業績の悪化も一服してきた。しかし、業績の改善の動きは大企業製造業を中心

としたものであり、非製造業や中小企業の改善の動きは鈍い。特に非製造業を中心に、中

小企業には現在の景気の持ち直しの効果が十分に浸透していないようだ。こうした企業規

模間の格差は、景気の持ち直しが続けばいずれ解消されるのか、それとも格差が温存され

続けることになるのか。今月は、企業規模間の格差の動向を考えるために、中小企業の収

益、財務状況について、現状を中心に検討してみた。 

 

（１）拡大する大企業との収益力格差 

9 月調査の日銀短観では、大企業製造業の業況判断ＤＩ（「良い」－「悪い」）が 6 月の

前回調査から 15 ポイント改善したのに対し、大企業非製造業、中小企業製造業、中小企業

非製造業はいずれも 5 ポイント改善と小幅にとどまった（図表１）。輸出の持ち直しと政策

効果による景気持ち直しの恩恵を受けているのが、大企業製造業を中心とする一部業種に

集中しており、回復の裾野がなかなか広がっていないことを再確認する結果であるといえ

よう。 

図表１．大企業製造業以外の改善は小幅（業況判断ＤＩ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もっとも、大企業非製造業については、そもそもの落ち込み幅が比較的小幅だったこと

から水準自体は大企業製造業よりも高く、改善幅が小さいことは大きな問題ではないと考

えられる。一方、中小企業製造業は水準が大きく落ち込んだままである上に、大企業製造

業に比べて改善幅が小さい。また、中小企業非製造業では、水準は中小企業製造業ほど低

くはないものの、12 月までの見通しでは悪化が見込まれており先行きに不安が残る。しか
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も、中小企業非製造業では、2002 年から 2007 年までの景気拡大期において業況判断ＤＩ

がプラスに転じておらず（1992年 4～6月期以降、業況判断ＤＩはプラスになっていない）、

マイナス幅が拡大するタイミングも大企業と比べると早い（2007 年 4～6 月期よりすでに

マイナス幅が拡大を始めていた）。 

企業の景況感は、収益動向と関係が深いとされる。そこで、製造業・非製造業ごとに、

企業規模別（本稿では企業規模の大きさは資本金で区分した）の売上高経常利益率をみて

みた（図表 2）。これによると、製造業、非製造業ともに企業規模が大きいほど利益率が高

くなっている。また、資本金が 10 億円を越えるような大企業では、2002 年から 2007 年ま

での景気拡大期において、利益率が 1980 年代後半のバブル期の水準を大きく上回るまで上

昇したが、資本金が 1 億円未満の中小企業では製造業、非製造業とも過去最高水準を更新

できていない。景況感と同様、収益動向でも大企業と中小企業との間で格差が広がってい

る。 

図表２．売上高経常利益率（業種別・規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2002 年から 2007 年において、中小企業が景気拡大の恩恵を大企業ほど受けることがで

きなかった原因は、景気の拡大が外需主導であったことによると考えられる。この間、製

造業では増産基調が続いたが、中小企業の生産はほとんど増加していない（図表 3）。大企

業の生産を示す数字は発表されていないが、全体と中小企業の動きから判断すると、大企

業の生産がかなりの上昇幅であったと考えられる。 

このため、昨年秋以降の落ち込み幅も、大企業でより大きくなったと考えられるものの、

中小企業においても急減している。また、底打ち後の生産の回復度合いも、全体の動きと

比べると極めて緩慢である。 
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図表３．鉱工業全体の生産と中小企業の生産動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように、最近の業況判断ＤＩの動きの違いには、輸出動向の影響が大きく寄与して

いる。実際に、売上高に占める輸出の比率をみると、大企業で圧倒的に高く、中小企業製

造業では、大企業非製造業並みの水準にとどまっている（図表 4）。 

 

図表４．大企業製造業で高い輸出比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最近の景気持ち直しの一因として、輸出の再拡大が挙げられる。輸出依存度の推移をみ

ると、2008 年秋以降に急低下した後、2009 年に入ってからは再び上昇に転じている（図表

5）。こうした輸出再拡大の恩恵は、特に大企業製造業の景況感の改善に現れている。 
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図表５．上昇に転じた輸出依存度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸出依存度の 2008 年秋以降の急低下および最近の再上昇の影響を最も強く受けている

のが自動車産業である。そこで、自動車産業との関係の深さに注目して業況判断ＤＩを再

分類してみた(図表 6)。左側の自動車から右に行くにつれて関係が薄くなっていき、左側

のその他非製造業が自動車産業と最も関連が薄い。 

 

図表６．規模別・業種別の業況判断ＤＩの推移 
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これによると、2008 年秋以降、業況判断ＤＩの落ち込みが最も大きいのが自動車産業そ

のものであり、関係が薄いほど落ち込み幅も小さい関係にあることがわかる。また、足元

では自動車産業で急速に改善してきているが、関係が深いほど改善幅が大きい傾向にある。 

関係が最も薄いその他非製造業では、落ち込み幅も小さかったが、その後の改善も小さ

い。中でも、中小企業では 2002 年から 2007 年の景気拡大期においてもマイナス圏内で低

迷していたことがわかる。中小企業非製造業の業況の悪さが今に始まったことではないこ

とはすでに述べたが（図表１）、業種別の動きでみてもそれが確認できる。 

雇用判断ＤＩ、設備判断ＤＩでも、同様の傾向が認められる（図表 7、8）。まず雇用判

断についてみると、過剰感は依然として高いものの、生産の持ち直しに合わせて自動車産

業を中心に改善してきている。一方、内需型の非製造業では、過剰感の高まりは比較的小

さく、一方で改善も鈍い傾向にある。 

 

図表７．規模別・業種別の雇用判断ＤＩの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表８．規模別・業種別の設備判断ＤＩの推移 
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次に設備判断についてみると、輸出型の製造業を中心に設備の過剰感は依然として強く、

改善の動きも鈍い。一方、内需型の非製造業では過剰感の高まりは小さく、特にその他非

製造業では景気が急速に悪化した後も過剰感はあまり高まっていない。もっとも、景気の

拡大期においても、内需の伸び悩みを反映して設備の不足感が高まっておらず、この点は

製造業と大きく異なる。 

以上見てきたように、企業の景況感は、輸出動向との関係の深さである程度説明するこ

とが可能である。このため、今後の景気の持ち直しが外需主導のままであり、内需の持ち

直しが遅れることになれば、大企業製造業と中小企業、中でも中小企業非製造業との間の

景況感の格差は拡大していくと考えられる。 

企業の景況感は収益動向と関係が深いことはすでに指摘したが、ここで企業規模が小さ

くなるにつれて利益率が低くなっていく理由について考えてみよう。図表 9 は、限界利益

率 1の業種別・規模別の推移である。これによると、企業規模が小さいほど限界利益率が

高い傾向にあり、限界利益の段階では中小企業の収益力は大企業と比べて高いことがわか

る。 

 

図表９．限界利益率の推移（業種別・規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それにもかかわらず、経常利益の段階で利益率が大幅に低下するのは、売上高に占める

固定費の割合、特に人件費の割合が高いことが原因である（図表 10）。 

                                                  
1 売上高から売上原価などを中心とした変動費を引いたものが限界利益であり、これを売上高
で割ったものが限界利益率である。限界利益から、さらに人件費、減価償却費などの固定費を

引くと経常利益となる。すなわち、売上高－変動費－固定費＝経常利益の関係にある。 
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図表 10．売上高人件費比率の推移（業種別・規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業は、その性格上、労働集約的な企業・業種が多く、売上高が減少した際に人件

費の負担が急速に増す傾向がある。大企業においては、収益力を高める際の選択肢として

人件費以外の固定費を削減することが可能であるが、中小企業においては人件費を除くと

リストラの余地が小さい。このため、中小企業が収益力を回復させるためには、非正規社

員の割合の上昇や、雇用人員の削減といった人件費の削減圧力を強めざるを得ないと考え

られる。もっとも、人件費の削減はそう簡単なものではなく、結果として大企業との間の

収益力の格差が拡大していく可能性が高い。さらに、内需の持ち直しが遅れることになれ

ば、収益力の格差拡大のペースが速まるものと考えられる。 
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（２）中小企業の財務状況 

財務体質の状況においても、企業規模の大きさによって格差が指摘される。図表 11 は、

自己資本比率（総資産に占める自己資本の割合）を業種別・規模別にみたものである。製

造業では 1980 年代以降、自己資本比率は上昇を続けているが、企業規模別の推移をみると、

企業規模が大きくなるにつれて自己資本が充実し、財務の安定性が増す傾向にあることが

わかる。非製造業では、1990 年代半ば行こう、企業のバランスシート調整が本格化したタ

イミングから自己資本の充実が図られるようになったが、製造業と同様、企業規模が大き

くなるほど財務の安定性が増す傾向が指摘される。 

 

図表 11．自己資本比率の推移（業種別・規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なぜ、企業規模が小さいほど自己資本比率の上昇が進まないのだろうか。図表 2 でみた

ように、企業規模が小さいほど収益力が弱く、十分な自己資本を積み上げることができな

かったことも原因である。さらに、そもそも欠損法人比率が高いことも一因であると考え

られる。欠損法人比率とは繰越欠損金を抱えている企業の割合のことである。繰越欠損の

金額が同額の自己資本を減少させるため、自己資本比率はその分小さくなる。 

欠損法人比率の全体の数字をみると、1999 年の 69.9％をピークにその後若干低下して

いるものの、7 割弱で高止まりが続いている 2（図表 12）。企業規模別の内訳をみると、大

企業になるほど欠損法人比率が低くなり、また最近では資本金 10 億円以上の大企業では比

率が低下している。一方、より規模が小さい企業では比率の低下がなかなか進んでいない。 

 

                                                  
2 これは日本の企業のうち 7 割弱の企業が法人税を払っていないことを示している。 
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図表 12．欠損法人比率（業種別・規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

債務償還年数でみても、企業規模が大きいほど数字が小さい傾向があり、有利子負債の

圧縮を通じて財務体質の強化が進んでいることがわかる（図表 13）。 

 

図表 13．債務償還年数（業種別・規模別） 
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（前年比、％）

（３）中小企業の抱える構造的問題 

以上みてきたように、大企業と中小企業においては、収益力、財務体質の両面において

格差が存在しており、足元では格差は拡大する傾向にある。 

規模の小さい企業の収益力を高め、財務体質を強化するためには何が必要なのか。企業

の約 85％を占める中小企業非製造業 3の景況感と家計の所得（名目雇用者報酬）の動きを

比べると、両者の動きはおおむね一致している。家計の所得が減少し、内需が低迷してい

ることが、中小企業、中でも圧倒的にシェアの大きい非製造業の不振の背景にあるといえ

そうだ。 

売上高人件費比率の推移でみたように、中小企業においては売上高に占める人件費の割

合が高く（図表 10）、中小企業が収益力を高めるためには、リストラを強化し、人件費を

削減することが必要である。しかし、家計の所得を減らしてしまうと、一段と内需が冷え

込むリスクがある。輸出に頼ることができない中小企業非製造業にとっては、人件費を削

減することは、間接的に自らの収益を押し下げてしまうという構造的な問題を抱えている。 

しばらくの間、景気の持ち直しは輸出を主導に進みそうであり、それが内需の拡大にま

で発展するには時間がかかりそうである。このため、景気の持ち直しが続いたとしても、

企業規模間の格差が短期間のうちに解消されることは難しいだろう。 

 

図表 13．中小企業非製造業の業況判断ＤＩと名目雇用者報酬の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（小林 真一郎） 

 

 

                                                  
3 2008 年度法人企業統計年報によると資本金 1 億円以下の企業の割合は 99％であり、製造業
では 14％、非製造業では 85％である。 
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